
Ⅵ 固定資産の減損会計に関する事項
１ 職員宿舎

名 称 用 途 種 類 場 所 面 積 減損前帳簿価額 減損損失相当累計額 減損後帳簿価額

都内宿舎（一部） 住宅用のもの 土地 東京都世田谷区上用賀外 2114060 7513212000円  7513212000円

当該土地は、職員宿舎用の土地であり、宿舎として廃止をしていることから、減損の兆候が認められ、認識及び測定を行っております。

２ 電話加入権

種 類 １回線当たり帳簿価額 回 線 数 減損前帳簿価額 減損損失相当累計額 減損後帳簿価額

令和７年度末における使用回線 13000円 40回線 520000円  520000円

使用中の回線は、電話加入権の売買市場価格が著しく下落しているため、減損の兆候が認められましたが、ＮＴＴの施設設置負担金等が36800円となっており、帳簿価額を上回っていることから、減
損額は算出されておりません。

※５ 固定資産除却損（営業外費用）
固定資産除却損の内訳は、次のとおりであります。
種 類 固定資産除却損計上額

建 物 31693258円

構 築 物 380956円

機 械 装 置 7690859円

車 両 運 搬 具 24円

工 具 器 具 備 品 1370477円

そ の 他 379504円

合 計 41515078円
なお、固定資産除却損には、上記のほかに209250631円の解体・撤去費用が含まれており
ます。

※６ 特別利益
特別利益に計上した固定資産売却益の内容は、次のとおりであります。
車両運搬具の売却益 344998円

※７ 特別損失
特別損失に計上した減損損失の内容は、次のとおりであります。
償却資産の減損による当期発生額 107630372円
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回収可能サービス価額（正味売却価額）の算定方法については、不動産鑑定評価額又は路線価による相続税評価額から処分費用見込額を控除した価額とし、帳簿価額を上回っているため、減損額は算
出されておりません。
なお、赤羽台宿舎の一部については、令和８年度中に地方公共団体と譲渡に向けた手続を進める予定としております。

 当事業年度における資産除去債務の総額の増減
期首残高 327870011円
時の経過による調整額 2658233円
資産除去債務の履行による減少額 0円

       

期末残高 330528244円
※４ 独立行政法人固有の会計処理に伴う勘定科目

「資産見返補助金等」、「その他行政コスト累計額」、「減損損失相当累計額（）」、「除売却差額
相当累計額」及び「前事業年度繰越積立金」は、独立行政法人固有の会計処理に伴う勘定科目
となっております。
なお、「その他行政コスト累計額」のうち、独立行政法人に対する出資を財源に取得した資産
に係る金額は、1448982242円であります。

Ⅲ 行政コスト計算書
注記事項については、行政コスト計算書を参照してください。

Ⅳ 損益計算書
※１ 製品期首たな卸高及び製品期末たな卸高

製品期首たな卸高は、前事業年度の製品期末たな卸高を計上しております。
また、製品期末たな卸高は、1630128円の評価減を実施した後の金額を計上しております。

※２ 他勘定振替高
自製した製品のうち、見本品等に供したものであります。

※３ 研究開発費
当期総製造費用及び一般管理費に含まれる研究開発費は、2285307234円であります。

※４ 独立行政法人固有の会計処理に伴う勘定科目
「資産見返補助金等戻入」は、独立行政法人固有の会計処理に伴う勘定科目となっておりま
す。

Ⅴ キャッシュ・フロー計算書
１ キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲
キャッシュ・フロー計算書における資金は、手元現金及び要求払預金から成っております。

２ 資金の期末残高と貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係
現金及び預金 28190383768円
定期預金  9500000000円

        資金期末残高 18690383768円
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